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重度の障害者の生命と人権を守り、地域での生活を推し進める要望

貴職におかれましては日頃より障害者権利条約の理念に立った政策の実現に

ご尽力されていることに心より敬意を表します。

私たち障害連はこの半世紀近く、脳性マヒ者など重度の全身性障害者の人権

と生活の確立をめざし活動してまいりました。

2年近く経とうとしているコロナ禍は、私たちの生活を一変させ、生存の危機

感を覚えながらの毎日の生活を強いられています。

障害者権利条約の基本理念は、施設ではなく地域での生活を支援することに

あります。

私たちは以上の認識の下、下記要望の実現を強く求めます。

記

1.コ ロナ禍において障害の重い人の生命と人権を守ること

1)事前にトリアージを求める自治体があるようですが、生命の選別を絶対に行

わないこと。

2)脳性マヒ者や難病の人など、重度の障害者が入院した場合、言語障害等障害

の状況に対応できる体制とすること。そして重度の障害者が新型コロナで入院

治療したケースについては、どういう介護対応がなされたかしつかりとデータ

として残しておくこと。

3)コ ロナ禍において、障害の重い人たちの生活は危機に瀕しているが正当な理

由なく介護事業者は、ヘルパー派遣を停止しないこと。

2.障 害者虐待防止法の早急な改正を、



障害者虐待防止法を早急に改正し、学校、病院、保育所等での障害者に対する虐

待を発見した者の行政・関係機関への通報を義務化すること。

3.生活施設での監査指導の強化と、第二者機関の設置を義務化に

障害者の生活施設で暮らす障害者の人権や個人の尊厳が守られているか。とい

う視点で、国は施設運営者に対する監査・指導を強化させ、あわせてそれらの施

設には、障害当事者や市民が参加する第二者機関の設置を義務化すること。

4 大規模 。中規模施設の減少の計画化を

国は障害者権利条約の考え方に基づき、生活施設で暮らす人たちが地域社会の

中で暮らしていける環境を推し進め、大規模 。中規模施設の減少計画を立て、そ

の数値目標を策定すること。

5。 障害者の範囲を障害者基本法と同じにすること

総合福祉法部会の骨格提言では、障害者の範囲を障害者基本法と同じにするこ

ととしている。社会的障壁が障害となつていることを強く指摘している。この提

言を早急に実現し、ニーズに応じたサービスが提供されるようにすること。
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